
第３部
あなたの管理組合は委託管理？
それとも⾃⽴管理を選びますか？

スピーカー：ＮＰＯマンション管理者協会
マンション管理⼠ 増永久仁郎
弁護⼠ 橋本 匡弘
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マンション管理適正化法改正による地⽅公共団体の「管理計画」と
マンション管理業協会の5段階評価制度の違い？
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マンション管理適正化法改正による地⽅公共団体の「管理計画」と
マンション管理業協会の5段階評価制度の違い？



⽬次

!マンション管理業界の常識のウソ

!マンション管理適正化法、施⾏規則の解説

!マンション管理適正化法改正による地⽅公
共団体の「管理計画」とマンション管理業界
の５段階評価制度の違い

!委託管理と⾃⼒管理の解説
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管理会社の主な売上⾼は
マンション管理受託業務である？
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管理会社の主な売上⾼はマンション管理受託業務である？

69％

50.8％

49.2％

31％
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管理会社の主な売り上げはマンション管理受託業者である？

⻑⾕⼯グループの管理部⾨と修繕部⾨の売上⾼に占める⽐率
管理部⾨（⻑⾕⼯コミュニティ）：売上⾼⽐率：４４．５％
修繕部⾨（⻑⾕⼯リフォーム） ：売上⾼⽐率：５５．５％
グループ全体の売上⾼ ：３５５億２千５百万円

⼤京グループの管理部⾨と修繕部⾨の売上⾼に占める⽐率
管理部⾨（⼤京アステージ）：売上⾼⽐率：５３．３％
修繕部⾨（⼤京⽳吹建設） ：売上⾼⽐率：４６．７％
グループ全体の売上⾼ ：４８３億８千６百万円

⽇本ハウズインググループの管理部⾨と修繕部⾨の売上⾼に占める⽐率
管理部⾨：売上⾼⽐率：５１．１％
修繕部⾨：売上⾼⽐率：４８．９％
売上⾼：不明



マンション三法の解説
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管理組合の利益相反⾏為の防⽌は
標準管理規約で定めているが

同様に管理会社の利益相反の防⽌も
マンション管理適正化法やマンション管理委託契約書

で定めている？



②国交省は利益相反⾏為の防⽌措置として、管理組合には標準管理規約３
７条２で「管理組合役員の利益相反取引の防⽌」規定を追加したが、⼀⽅
では管理会社が⾏う利益相反⾏為の禁⽌規定を標準管理委託契約書では設
けなかった。

双⽅代理と⾃⼰契約
管理組合と管理会社は管理委託契約を通じて管理組合の利益を追及する業
務を受託しているので、管理会社は⾃らの利益のために代理⾏為を⾏って
はならず（⾃⼰契約の禁⽌ ⺠法１０８条）、管理会社以外の第三者の代
理⾏為を⾏う事も禁じられている（双⽅代理の禁⽌ 同条）。

11

管理組合の利益相反⾏為の防⽌は標準管理規約で定めているが、
同様に管理会社の利益相反の防⽌もマンション管理適正化法やマ
ンション管理委託契約書で定めている？

しかしながら、現在、⼤規模修繕⼯事に関する
多くの不正な取引は⾃⼰契約・双⽅代理契約の禁⽌

という重⼤な要因をはらんでいる。



区分所有法には罰則規定がある？橋本弁護⼠
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第三章 罰則
(註）第七⼗⼀条
次の各号のいずれかに該当する場合には、その⾏為をした管理者、
理事、規約を保管する者、議⻑⼜は清算⼈は、⼆⼗万円以下の過
料に処する。
１）第三⼗三条（規約の保管及び閲覧等）
２）第四⼗⼆条（議事録の作成・記載・記録等）
３）第四⼗三条（規定の報告・虚位の報告）
４）その他
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⽇本のマンション管理に関する法整備は
欧⽶諸国と同⼀レベルである？



欧米の管理業者規制法

管理業務の委託を受けている管理組合から管理
会社が修繕工事を受注する利益相反取引は、信
頼で成り立つ委任関係を破壊する点から倫理的
に許されないので欧米では利益相反行為は法で
規制されている。

14

⽇本のマンション管理に関する法整備は
欧⽶諸国と同⼀レベルである？
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⼤規模修繕⼯事のコンサルティング業務
（設計管理⼠・⼯事監理等）は
1級建築⼠の資格が必要である？



（註）

建築基準法第2条⼗四
⼤規模の修繕 建築物の主要構造部の⼀種について⾏う過半

の修繕をいう

16

⼤規模修繕⼯事のコンサルティング業務（設計管理⼠・
⼯事監理等）は1級建築⼠の資格が必要である？

（⼀級建築⼠でなければできない設計⼜は⼯事監理）
第三条 ２ 建築物を増築し、改築し、⼜は建築物の⼤規模の
修繕若しくは⼤規模の模様替をする場合においては、当該増築
、改築、修繕⼜は模様替に係る部分を新築するものとみなして
前項の規定を適⽤する。

1
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⼤規模修繕⼯事のコンサルティング業務（設計管理⼠・
⼯事監理等）は1級建築⼠の資格が必要である？

２
建築基準法第６条

建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場合におい
ては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、これら

の建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建

築しようとする場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並
びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、構

造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるものをいう。以

下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済
証の交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で定める軽

微な変更を除く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとす

る場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を
含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げ

る建築物を建築しようとする場合も、同様とする。
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⻑期修繕計画書は過去のデータに
基づいた緻密な資料である？



計画修繕⼯事とは

【⽤語の定義】
①修繕⼯事：現状レベルを新築当初のレベルまで回復させる⼯事
②改修⼯事：修繕及び改良（グレードアップ）により、性能を向

上させる⼯事
③計画修繕⼯事：⻑期修繕計画に基づいて計画的に実施する修繕

⼯事及び改修⼯事
④⼤規模修繕⼯事：建物の全体、⼜は複数の部位について⾏う

計画的修繕⼯事
⑤修繕積⽴⾦：計画修繕⼯事に要する費⽤に充当するための積⽴⾦

(参照：資料１ ⻑期修繕計画作成ガイドライイン）
19

⻑期修繕計画書は過去のデータに基づいた緻密な資料である？
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マンション管理適正化法及び
施⾏規則の解説



マンション管理適正化法、施⾏規則の解説

21

（再委託の制限）
第七⼗四条 マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務の
うち基幹事務については、 これを⼀括して他⼈に委託してはならない。
※基幹事務とは…適正法第⼆条6項

１）マンション管理業者とは？
（定義）第⼆条
管理事務 マンションの管理に関する事務であって、基幹事務（管理
組合の会計の収⼊及び⽀出の調定及び出納並びにマンション（専有部分
を除く。）の維持⼜は修繕に関する企画⼜は実施の調整をいう。以下同
じ。）を含むものをいう。
マンション管理業者 第四⼗四条の登録を受けてマンション管理業を
営む者をいう。
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委託管理と⾃⼒管理の解説



マンション管理適正化法、施⾏規則の解説
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マンション管理適正化法８２条（業務停⽌命令）
第７２条第１項〜第３項、第５項…重要事項の説明及び管理業務主任者の記名
押印
第７７条第１項若しくは第２項…管理事務の報告
第８０条…秘密保持義務
第８８条第１項…従業者証明書の携帯
登録の失効に伴う業務の結了）
第⼋⼗九条…マンション管理業者の登録がその効⼒を失った場合には、 当該マ
ンション管理業者であった者⼜はその⼀般承継⼈は、 当該マンション管理業者
の管理組合からの委託に係る管理事務を結了する⽬的の範囲内においては、 な
おマンション管理業者とみなす。

２）罰則規定（業務停⽌命令）



マンション標準管理委託契約書？ 橋本弁護⼠

（解約の申⼊れ）
第19条 前条の規定にかかわらず、甲及び⼄は、その相⼿⽅に対し、少なくとも
三⽉前に書⾯で解約の申⼊れを⾏うことにより、本契約を終了させることができ
る。
（契約の更新）
第21条 甲⼜は⼄は、本契約を更新しようとする場合、本契約の有効期間が満了
する⽇の三⽉前までに、その相⼿⽅に対し、書⾯をもって、その旨を申し出るも
のとする。
２ 本契約の更新について申出があった場合において、その有効期間が満了する
⽇までに更新に関する協議がととのう⾒込みがないときは、甲及び⼄は、本契約
と同⼀の条件で、期間を定めて暫定契約を締結することができる。

24



マンション標準管理委託契約書

（管理事務室等の使⽤）

第7条 甲は、⼄に管理事務を⾏わせるために不可⽋な管理事務室、管理
⽤倉庫、清掃員控室、器具、備品等(次項において「管理事務室等」とい
う。)を無償で使⽤させるものとする。
２ ⼄の管理事務室等の使⽤に係る費⽤の負担は、次のとおりとする。
⼀ ○○○○費甲(⼜は⼄)の負担とする。
⼆ ○○○○費甲(⼜は⼄)の負担とする。
三 ○○○○費甲(⼜は⼄)の負担とする。
四 ○○○○費甲(⼜は⼄)の負担とする。

25
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マンション管理適正化法改正による地⽅公共団体の「管理計画」と
マンション管理業協会の5段階評価制度の違い？



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

マンション管理の新制度の概要

資料４
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基本⽅針・管理適正化指針の概要（案）

六 マンション管理適正化推進計画の策定に関する基本的な事項
１ マンションの管理の適正化に関する目標
２ マンションの管理の状況を把握するために講ずる措置に関する事項
３ マンションの管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項
４ 管理組合によるマンションの管理の適正化に関する指針
（都道府県等マンション管理適正化指針）に関する事項
５ マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する事項
６ 計画期間
７ その他マンションの管理の適正化の推進に関し必要な事項

— マンションの管理の適正化の推進に関する基本的な事
項
管理組合、国、地方公共団体等の役割
（１）管理組合の役割
（２）国の役割
（３）地方公共団体の役割
（４）マンション管理士及びマンション管理業者の役割

二 マンションの管理の適正化に関する目標の設定に関する事
項
※管理適正化指針
三 管理組合によるマンションの管理の適正化の推進に関する基本的

な指針（マンション管理適正化指針）に関する事項
１ 管理組合によるマンションの管理の適正化の基本的方向
２ マンションの管理の適正化のために管理組合が留意すべき事項
（１）管理組合の運営
（２）管理規約
（３）共用部分の範囲及び管理費用の明確化
（４）管理組合の経理
（５）長期修繕計画の策定及び見直し等
（６）発注等の適正化
（７）良好な居住環境の維持及び向上
（８）その他配慮すべき事項

３ マンションの管理の適正化のためにマンションの区分所有者等が留意
すべき事項

４ マンションの管理の適正化のための管理委託に関する事項

○ マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針（概要）（案）

四 マンションがその建設後相当の期間が経過した場合その他の
場合において当該マンションの建替えその他の措置に向けた
マンションの区分所有者等の合意形成の促進に関する事項

五 マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に
関する基本的な事項

七 その他マンションの管理の適正化の推進に関する重要事
項
１ マンション管理士制度の一層の普及促進
２ 管理計画認定制度の適切な運用
３ 都道府県と市町村との連携
４ 建築基準法に基づく命令等の措置
５ 修繕工事及び設計コンサルタントの業務の適正化
６ ICT化の進展への対応 28



①助⾔・指導・勧告、②管理計画認定の基準等の概要（案）
助言・指導・勧告を行う判断基準の目安 管理計画認定の基準

○ 管理組合の運営
・管理者等が定められていない
・集会（総会）が開催されていない

・管理者等が定められている
・集会（総会）や理事会が定期的に開催されている

○ 管理規約
・管理規約が存在しない ・管理規約が作成されており、必要に応じて改正されている

・管理規約にて下記について定めている
・緊急時等における専有部の立入り
・管理組合の財務・管理に関する情報の提供
・区分所有者または居住者が変更となった場合の届出

○ 管理組合の経理
・管理費と修繕積立金の区分経理がされていない ・管理費と修繕積立金の区分経理がされている

・管理費や修繕積立金の滞納に適切に対処されている
○ 長期修繕計画の策定及び見直し等
・修繕積立金が積み立てられていない ・２５年以上かつ大規模修繕工事が２回以上含まれる計画期

間となる長期修繕計画が作成されている
・長期修繕計画に基づいて修繕積立金が設定されている
・長期修繕計画が五年以内に作成又は見直しがされている
・修繕積立金の積立てについて、下記の内容を満たすものとなっている

・積立額が著しく低額でないこと
・将来の一時金の徴収を含まないこと
・将来の増額が予定されている場合、その増額についてあらかじ
め合意されていること

○ その他
・区分所有者名簿、居住者名簿が適切に備えられている
・都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切なものである

4
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マンション管理適正化法改正による地⽅公共団体の「管理計画」と
マンション管理業協会の5段階評価制度の違い



マンション管理

～マンションの価値は新たなステージへ～

2022年4月より開始

適 正 評 価 制 度

管理組合の取り組みが注目される時代に。
2022年4月、マンションの管理状態を評価する「マンション管理適正評価制
度」がスタートします。これまで「マンションは管理を買え」と言われながらも
、 マンションの管理状態について明確な評価基準がありませんでした。
そこで、（一社）マンション管理業協会では、不動産関連団体と協力して全国共
通の管理に関わる評価基準を創設し、本制度を設けました。マンションの適
正 な管理が促進され、良質な管理が市場で評価される新しい仕組みです。

国の「 管 理 計 画 認 定 制 度 」とは

適切な“管理計画”を作成し、地方公共団体の認定を受けるとともに、
管理水準の維持・向上のために、管理適正評価制度（協会）へ登録して
、 市場での評価、資産価値向上を目指しましょう。

国土交通省
マンション管理・再生ポータルサイト
https://2021mansionkan-web. 
com/

〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-13-3 虎ノ門東洋共同ビル 2F 
TEL：03-3500-2721 FAX：03-3500-2722

一般社団法人 マンション管理業協会

詳しい情報は国土交通省ホームページを
ご参照ください。
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/ 
jutakukentiku_house_fr5_000043.html

国の認定制度も同じ時期に始まると聞きましたが、どのようなものですか？Q

「マンション管理適正評価制度」と「管理計画認定制度」の違い

制度 運営 審査項目 判定 有効期間

マンション
管理 適正
評価制度

マンショ
ン管理
業協会

30項目

● 管理体制 ● 耐震

診断

● 管理組合収支 ● 生
活関連

● 建築・設備

6
段
階
評
価

1年間

管理計画認定制度 地方公共団体

16項目+ α
● 管理組合の運営 ● 長期修繕計画
● 管理規約 ● その

他
● 管理組合の経理

認定

○×
5年間

地方公共団体は、マンション
管理適正化の推進を図るた
めの施策等を含む、マンショ
ン管理の適正化の推進を図
るための計画を作成するこ
とができるようになります。

1
管理適正化推進計画を作成
した地域において、マンショ
ンの管理計画が一定の基準
を満たす場合に、管理組合
は地方公共団体の認定を受
けることができます。

地方公共団体による
認定

地方公共団体による管理
適正化推進計画の作成

地方公共団体が管理適正化
のために必要に応じて助言
や指導などを行います。

管理適正化のための
指導2 3

A これまでマンションは私有財産であることから、管理組合の自主的な管理に委ねられて
きました。しかし、2020年6月にマンション管理適正化法が改正され、管理の適正化に
関する取り組みを計画的に進めていくため、地方公共団体が積極的に関与できる「管理
計画認定制度」が創設されました。主な内容は次の３つになります。

「管理計画認定制度」の主な内容

2022年 1月版
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マンション管理適正化法改正による地⽅公共団体の「管理計画」と
マンション管理業協会の5段階評価制度の違い
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委託管理と⾃⼒管理の解説
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委託管理と⾃⼒管理の解説



管理組合⾃⽴管理の業務フロー
管理会社あり

建物設備保守業務
各種設備点検業務
各種設備保守業務

各種業者

コンサル
ティング

管理員業務
警備員業務
清掃業務

建物設備点検業務

会計
出納

NPOマン管協会 理事⻑代⾏業務

管理会社

委託管理と⾃⼒管理の解説
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